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戦後アメリカの商業銀行と企業金融

(その 1) 
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(第直節以下次号〉

1;1:しカ1 き

中村通義

さきにわれわれは， 7JJj稿において戦後アメリカにおける企業資金の需給の

趨勢を追い，その実態をさまざまな角度から検討したのであるが，そこで明

らかにされたことの一つは次のようなもので、あった。

全法人会業が 1946年から 1960年までの 15年間に新規に調達した資金総

額 (5，323櫨ドノレ〕のうち約62% (3，285億わけは内部資金〈留保利潤，

減価{償却費〉によ守て賄われた。またこのうちの大企業300社についてみる

と， 1946年から 1956年までの 11年間の新規資金調達総額(1，322億わり

のうち約65% (858龍わけが内部資金によって供給されている。不足分(全

法人企業では38%，大企業300社では35%)は外部長期資金(株式，社管，

銀行からの長期器入れなど)および外部短期資金(銀行からの短期信入れ，
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支払勘定，未納連邦税など〕によゥてカバーされた。

ところで，これら長期・短期の新規外部資金のうち，銀行からの措入によ

るものの比率はあまり大きくなし、。すなわち全法人企業で、は長期・短期の新

規外部資金のうちに占める銀行借入総額の比率は約四%(内部資金をもふ

くめた調達総額に対しては 7%強〉以下，大企業300社では約 12% (おな

じく 4%強〕以下である。みられるとおりアメザカの企業の資金源泉の中で

の銀行資金の地伎は，古くからそうであったように，戦後においても決して

くはないのである。しかしいうまでもなく，企業金融における銀行の

義，役割は，このような，企業の調達資金額の中での銀行資金の比率の大小

を総体的に表わずにすぎない数字のみによっては，とうてい判断できるもの

ではなし、。さらにすすんで，企業と銀行の両者それぞれの内部に立入って，

さまざまの側面からこれを検討してみなければならない。

1) 拙稿「戦後アメリカにおける企業資金の需給J北海道大学「経済学研究」第13
巻第3・4号。以下の二つのパラグラフの数字はこの稿からとられた。

第I節題史的背景

本節では第E節以下の本論に入るにさきだって，まず， 20世紀初頭以降

第2次大戦にいたるまでのアメリカの商業銀行と企業金融との関係をかんた

んにふりかえっておくことにしたし、。というのは，このような歴史的背景へ

の理解なしには，戦後の実態の有する意義も十分明確にはならないからであ

る。

1. 20 世紀初頭

周知のように，アメリカの商業銀行は 19世紀末以降の巨大株式会社形成

期においても，産業企業との間に全機構的な規模でのみっせつな結合関係を

もたなかった。 19世紀末から 20世紀初頭にかけての宮大株式会社の形成の

ための金融は，その大部分がそ/レガン以下の投資銀行業者によって処理され

たのであり，商業銀行独自の力による巨大株式会社形成への実質的介入はほ
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とんど、なかったといってよいであろう。当時の商業銀行は，全体としてみれ

ば，いぜんとして 19世紀中葉以降の脆鴇性を引きずっており，群小銀行乱

立の状態であった。もちろんその中にも一定規模の集積によって，かなりの

ていどの金融的支記力をもち，ときには有力な投資銀行機関と連繋するもの

もあったようであるが，当時のドイツの6大銀行，イギリスの 11大銀行な
2) 

どの支記力とくらべると問題にならない。

この当時のアメリカの海業銀行についてジヤコビィ&ソノレュアはつぎのよ

うにいっている。 120世紀初頭のアメリカの諸銀行によって保持されていた

収益資産の約半分は『事業』貸付 (“business" loans) として分類すること

ができょう。のこりのうち主なものは農業貸付であり，株式担保，有価証券

担保，不動産担保の貸付であり，証券投資で、あった。事業貸付の大部分は非

金融企業一一主として中小規模の商工業企業一ーの運転資本需要に融資する

短期信用で、あった。銀行組織は，まさに『商業』銀行制度(“commercial"

banking system) とよぶにふさわしいもので、あった。というのは，非金融

企業への短期貸付が銀行の収益資産の最大の一項目をなしていたし，銀行は
3) 

かかる貸付をおこなう主要な機関で、あったからである。Jアメリカの商業銀

行のこのような資産構成一一ーつまり中小浦工業への短期貸付が収益資産の最

大項目をなしていたということ一一ーは 1910年代になっても大きく変わるこ

とはなかった。とはいっても，この時期の商業銀行が長期貸付をまったくお

こなっていなかったというわけで、はない。短期の形式を守りながら， f昔換操

作を通じて実費的には中期あるいは長期に転用されるような貸付もかなりあ
4) 

ったことは無視できないようであるが， しかしその多くの部分は「田舎の銀

行」による農地抵当貸付その他の農業部門への貸付であった。

の この時期の事憶については掛稿「アメリカにおける銀行の集中j北大「経済学
研究JNo.18を参照されたい。
3) N.H. Jacoby & R.]. Sau¥nier : Business Finance and Banking， 1947， p. 1. 
4) D.R. Ful¥er Government Finance of Enterprise， 1948， pp. 32~33. 

2. 1920 年代

1920年代になると事態はかなりちがってくる。第 1表は 1920年代の連邦
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第 1表 加滋銀行の貸付構成 1920~1929 1) (10億わレ〉

貸 付2)

総額|μIII~郡lMl建前(μiZの他警| ;36 
1920 25.6 19.5 4.9 19 。横9 4 13.7 54 

1921 24.1 18.1 4.4 18 1.1 5 12.6 52 

1922 24.2 17.2 4.5 19 1.4 6 11.2 46 

1923 26.5 18.8 71 5.0 19 1.7 6 12.1 46 

1924 27.2 19.2 71 5.4 20 2.0 7 11.9 44 

1925 29.5 20.7 70 6.7 23 2.3 8 11.6 39 

1926 31.2 22.1 71 7.3 23 2.7 9 12.1 3宮

1927 ，32.8 22.9 70 8.2 25 2.9 9 11.9 36 

1928 35.1 24.3 9.1 26 3.1 9 12.2 35 

1929 35.7 25.7 9.8 27 3.2 9 12.7 36 

1) いずれも 6月初日現在の数字。

2) 袋付各項目の%は貸付および投資総計を100としたもの。四捨五入計算のため

計数は一致しないところがある。

3) 主として株式，社債などの会社証券であるが，その他政府僚も含む。

4) 主として都市住宅貸付および農地抵当貸付。

5) 主として商工業貸付であるが，その他農業貸付も含む。

Banking and Monetary Statistics， 1941， pp. 76~79. 

準備加盟銀行の貸付の構成を示したものである。これによってみると，商業

銀行の収益資産のうちに占める貸付総額の比重はそれほど大きな低下をみせ

ていないのに(ほぽ70%台)，商工業貸付を主体とするその他貸付項目の比

重は50%台から 30%台におちている(貸付総額にたし、する比率では1921年

の約 70%から 1929年の 50%へ低下〉。

このような低下の原簡は，一つにはこの貸付項目に含まれている農業への
5) 

短期貸付が減退したことによるものであるが，それよりも企業(なかんずく

大企業〉の銀行信用への依存度が低下したことがより大きな理由である。こ

の時期の大企業の対銀行関係をみると， 729の大会社の銀行からの短期借入

れは 1923年には7.6穣ドルであったのが， 28年には 4.3億ドソレに減少して

いる。〉また部の資料によると大企業544社の 1926年の短期負債は 3億ドル
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にすぎず¥これに対してこれら大企業は31億ドルの銀行預金をもっていたと
7) 

いう。アメリカの大企業の商業銀行に対する関係は，さきにもふれたように

その形成期においてもみっせつなもので、はなかったのであるが， 20年代に

なると，一方における内部資金の増大，他方における証券発行の容易性とい

うことに支えられて，誼接的な形での銀行信用への依存度はますます低下し

た。 TNECの調査によると， 1923年から 29年までのアメリカの企業にお

ける総額約605億ドルの設備投資のうち約73%の446億ドルが内部資金に
8) 

よって金融された。これに証券発行によってあらたにえられた資金(1923年

38億ドル， 24年 45億ドノレ， 25年 51億ドノレ， 26年 52億ドル， 27年 62憧ド

ノレ， 28年 67龍ドノレ， 29年 92憾わりを加えると設備投資総額をはるかに

上まわることになるが，このうちの担当大きな部分が数百社の大企業によっ

て占められていたことはいうまでもなL、。銀行信用への依存度が低下したの

は当然である。しかしこのことは大金業にのみ特有な現象で、はなかった。 20

年代においては天然繊維産業，石炭業，運輸機器産業(自動王与を除く〕など

の一部の不況産業を除いては，中小企業もまたかなりの利潤をあげ，それに

よって手許資金をあるていど豊富にすることができた。生産部面での活況に

もかかわらず， 20年代の商業銀行の商工業貸付が，収益資産総額に対する

比率においていちぢるしく減少しただけて、はなく，絶対額においても停滞的

で、あったのはこのような事情によるのである。なおこの時期においては，商

業銀行の商工業に対する長期貸付はほとんどネグリジブソレで、あったといって

よL、。

以上は商業銀行の企業にたいする直接的な信用供与をとおして両者の関係

をみたものであるが，この時期の商業銀行の企業金融における役割はじつは

これだけで、はなし、o 20年代の商業銀行は一方においては商工業貸付の停滞に

よって企業金融から後退していたが，他方においては証券担保貸付をいちぢ

るしく増大させている。第l表に拐らかなように，加盟銀行の寵券担保貸付

は 1920年の 49億ドルから年々増大の一途をたどり25年には67億ドノレ， 29年

にはついに98億ドノレの巨額に達した。この証券担保貸付の圧倒i的部分は証券
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発行市場における投資銀行，および証券流通市場におけるブローカー，ディ

ーラーその地の証券投資者に向けられたものであり，証券担保による企業へ

の商業貸付はごく一部にすぎない。したがってそのかぎりでは，証券担保貸

付の増大はただちに商業銀行の企業にたし、する資金供与の増大を意味するも

のではなし、。しかし投資銀行，ブ P ーカー，ディーラーなどの活動資金のき

わめて大きな部分がこの証券担保貸付によって支えられ，それによって証券

ブームがますますあおられ，企業の証券発行による資金調達を容易にしたこ

とを考えれば，この貸付項自の増大は間接的な形においてではあるが， 20年

代の企業金融にとってそうとう大きな意、義をもっていたということができょ

う。なお 20年代の商業銀行はこれらの証券担保貸付のほかに，みずから投

資銀行子会社を設立しこれを通じて由来の投資銀行とともに発行引受業務に

積極的に進出しさらに引受証券の一部を投資資産として保有するという誼

接的な経路によっても，企業への資金供与に一定の役割を果していた。

の この時期には，連邦土地銀行その他の機関によって農業短期負僚が長期負債に
きりかえられたことが主たる運命となって，商業銀行の農業貸付残高は1923年の

3&億ドルから29年には21億ドルへと減退した。ホかつては商業銀行の貸付項尽の

うち相当の部分を占めていた農業貸付は，この持期以降大きな問復をみせていな

L 、。

* R.W. Goldschmidt : The Changing Structure of American Banking， 1933， p. 
294. 

6) L. Currie : The Decline of Commercial Loan，“Quartery Journal of Econom-

ics"Aug. 1931， p. 700. 

7) R.W. Goldschmidt : ibid.， p. 295， Table 9. 

&) TNEC: Monogaph， No. 37， p. 57. 

9) H.G. Mou¥ton : The Formation of Capital， p. 145. 

10) 1920年代のアメリカの荷業銀行の資産構造のより立入った分析については，平

下1920年代のアメリカにおける銀行資産構造の変化J(立正大学「経済学

季報J第12巻第1・2合併号〕をみよ。
11) これらの点については前掲拙稿「アメ担カにおける銀行の集中jを参照された

し、。

3. 1 930 年代

1929年 10月のエューヨーク取引所の株式大暴落にはじまった恐慌は，ア
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メリカの:商業銀行組織に大きな衝撃を与えた。銀行休業，銀行合同はあいつ

i 全米商業銀行数は 1929年の 24，970行から 39年の 14，667行へと 1万

行以上減少した。また 1933年銀行法によって商業銀行は投資銀行業務の兼

営を禁止された。

第2表 全商業銀行の貸付構成 1930~1939 (10億ドノレ〉

l 時資よ総ぴf詞史T 貸付1)貸総 額付 1%11不保動貸産付担~I % 1担fす保貸3}1i 月%1そ付の他貸制1 % 
1930 49.4 35.0 71 6.1 12 13.4 27 15.5 31 

1931 45.0 29.3 65 5.8 13 10.8 24 12.7 23 

1932 36.3 22.0 61 5.0 14 7.3 m 9.7 27 
1933 30.6 16.5 54 4.2 14 5.4 18 6.9 23 

1934 32.8 15.7 48 3.7 11 5.3 16 6.7 20 

1935 34.7 15.0 43 3.5 10 4.7 14 6.8 20 

1936 38.7 15.6 40 3.5 9 4.7 12 7.4 19 

1937 38.6 17.5 45 3.7 10 4.9 13 8.9 23 

1938 37.2 16.1 3.9 10 3.7 10 8.5 23 

1939 39.4 16.4 4.1 10 ワ ワ ワ ワ

1) 貸付各項呂の%は貸付および投資総計を 100としたもの。四捨五入計算のため

Z十数は一致しないところがある。

2) 主として都市住宅祭付および農地抵当貸付。

3) 主として会社設券。その他若干の政府俊および商品担保貸付を含む。

4) 荷工業貸付のほか農業貸付，個人貸付などを含む。

Board of Governors of the Federal Reserve System All Bank Statistics.> 

U.S.，1896-1955， 1959， p.33. 

第2表によって，まず貸付総額をみると， 1930年にはなお 350億ドル(貸

付および投資総額の 71%)あったのが， r銀行休日」の宜せられた33年には

165億ドノレ (54%)に激減し， 2年後の 35年には 150櫨ドル (43%) という

最低点に達した。その後も伸びは停滞的で 39年にいたっても 164櫨ドル(42十

%)にすぎなし、。つまり商業銀行の貸付業務は絶対額において約%に収縮

し収益資産の中においてしめる比重もまた 71%から 42%へと約 30%ち

かく抵下したので、ある。言葉な換えていえば，商業銀行の収益資産の中で占
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める貸付と投資の比重は20年代と逆になったのである。なお投資資産の内

容にも大きな変化が生じている。 20年代には商業銀行の投資資産の 50%前

後は会社証券であったが 33年には 313百年， 35年， 37年には22%，39年に

はさらに低下して 17%になっている。これに関連して貸付項目のうちの担

保貸付(主として会社証券からなる〉をみると，その比重の低下はし、ちぢる

しい。第2表の担保貸付の中には会社証券担保以外の担保貸付も若手含まれ

ているので，別な資料によって全商業銀行の投資銀行，ブローカー，ディー

ラーへの証券担保貸付を推定してみると， 1929年には83穏ドルであったの

が， 33年には31億ドノレ， 39年には 16僚ドルへとこの 10年間に約%に減退

している。企業の証券発行金融の減少，投機ブームの崩壊， 1933年銀行法に

よる規制などによって， 20年代の荷業銀行の主要業務をなしていた「資本

的」業務は30年代には調落してしまった。

他方貸付項践のうちのその他貸付(主として商工業貸付，そのほか農業貸

付，個人貸付など〕をみると，これも1930年から34年にかけて絶対額および収

益資産の中での比重ともにその減少の巾は大きL、。ベックハートによると加

盟銀行のどズネス・ロー γ(商工業貸付〉は 1929年の約130億ドノレからお年

の約60億ドルへと半分以下に減少している。その後は若干の増減をくりかえ

しながら比較的安定しているが，それでも貸付および投資総額の 20%を大

きく上まわったことはなL、。かつては商業銀行の収益資産の 50%前後の比

重を占めていた商工業貸付は20年代には30%台におち， 30年代には金

活動の一般的な沈滞を反映してさらに 20%台にまで低下したので、ある。と

ころで，このような貸付業務の停滞および会社証券投資の減退をカバーした

のは，政府壁および州・地方債などlへの投資で、あった。連邦政府は，1931年以

降顕著になってきた敗政赤字を埋めるために結局は公債発行にたよらざるを

えなかったのであるが，商業銀行はこの公佳の主要な引受者となることによ

って，他の業務の停滞から生じた過剰準備の解消さと図ったのである。商業銀

行の公債投資は30年代を通じて絶対額においても (30年約70櫨ドノレ，35年

約 155億ドル 39年約 190龍わりまた収益資産全体の中での比重におい
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ても (30年約 14%， 35年約45%， 39年約48%)きわめて急激に増大し

ている。つまりアメリカの商業銀行は 1929年以降の不況を契機として本来

の企業金融業務からは大きく後退し，その業務の重点をなによりも安全で確

実な公蟹投資へ移したのである。

しかしここではなお商業銀行の貸付業務の内容について，第2次大戦後と

の関連において注意しておかなければならない点が若手ある。その一つはん、

わゆるターム・ロ{ン (termloan)の登場である。中期ないし長期の貸付

を意味するターム・ローンは，ごくタu外的には 1934年以前にもあったと考

えられるが，これが商業銀行の貸付業務のーっとして一定の地位をもつよう

になったのは 30年代の半ば以降である。その理由および意義についてはの

ちにくわしく検討することにして，さしあたりこのターム・ロー γが商業銀

行の貸付総額のうちに占める比重をみておけば， 1937年には8億ドゾレで、4.8

%， 38年には 11億ドルで6.6%， 39年には 16億ドルで9.2%になってい

る。この時期ではまだ，絶対額，比重ともにそう大きなものとはいえない

が，アメリカの商業銀行の企業にたし、する貸付が伝統的に短期貸付で、あった

ことを考えると，この変化のもつ意義は軽視できなし、。

次に消費者金融について。消費者金融はすでに 20年代に発生していた。

20年代の消費者金融は，主として生産会社が子会社として設立した消費者

信用を専門とする会社，あるL、は生産会社とは独立の販売金融会社の賦払信

用手形 (instalmentpaper)の保有を通じておこなわれた。つまり 20年代の

荷業銀行はこれら金融会社への短期貸付により間接的にのみ消費者金融と関

係をもっていたといってよL、。しかし 1928年にニューヨークのナショナノレ・

シティ銀行がはじめて個人貸付専門部を設置したのをきっかけとして， 30年

代には多くの銀行が金融会社への貸付のほかに謹接的な個人貸付に力を注ぐ

ようになった。商業銀行の個人貸付は 1939年には約 17億ドルに達し，商業

銀行貸付総額の 10%強を占めた。ところでこれらの資金はもちろん直接に

企業の資金力を強化するものではなし、。しかし企業にとってはこれによって

商品の販路が拡大される(とくに自動車などの単儲の高い売品〉だけではな
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く，荷品代金が完全に田収されるまでの関自己が負担しなければならなかっ

たはずの運転資金を荷業銀行に肩代わりしてもらうことになる。したがって

これが増大しているということは間接的な形ではあるにせよ，とにかく

企業への信用供与の増大を意味するものといってよいであろう。

ざいごに第2次大戦中の高業銀行の業務内容につし、てかんたんにふれてお

こう。まず貸付総額の残高をみると 40年 174億ドル， 41年203億ドノレ， 42 

年 202龍ドノレ， 43年 177鑑ドノレ， 44年 210億ド/レ， 45年 237寵ドノレと若

上向きながら増減しているが伸び方は大きくなし、。各種貸付項目の中で大巾

にふえたのは註券担保貸付だけで、あるが(1940年の約四億ドルから 45年に

は 67億わけこれとても主たる担保証券は政府公費であり，戦時中の大

の公債発行による公債取引高の増大を反映したものにすぎなL、。商工業貸付

および農業貸付は41年に 100億ドルを若千こえたほかは，いずれの年も 80

億ドル~90 龍ドル台を低迷している。 30 年代に決定的となった貸付業務の

停滞は戦時中もつづいていたといってよし、。

次に投資業務をみると，貸付業務とは逆にその発展はし、ちぢるしし、。投資

総額は 1940年の 238億ドノレから年々増大して 45年には909億ドルという巨

額に達している。この増加分のすべてはし、うまでもなく政府公費である。

会社証券投資は 40年の 36寵ドルから 45年の 30億ドルへと減少しているの

に，政府公債は 40年には 166龍ドノレ， 43年には525億ドノレ， 45年には 841

憶ドノレへと増大している〈なお外!・地方積はニの間ほぼ 35 震わレ~37 億ド

ノレの水準にあった〕。

1929年の恐慌をきっかけとして生じたアメリカ商業銀行の業務内容の変

貌 (a.貸付業務と投資業務の地位の逆転 b 貸付業務の中での商工業貸

付の停滞とターム・ローンの登場および消費者金融の台頭 c 投資業務の

中での致府公使投資の著増〉は，たんに 30年代の不況に対F志して出てきた

一時的現象たるにとどまらず，その本賞的な部分は 30年代後半および戦時

にも変わらなかったのである。戦後の商業銀行がこのような背景の下にいか

なる業務内容を展開し，どのような形で企業金融と関係していったのか，これ
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?な解明することが次節以降の課題である。

12) Board of Governors of the Federal Reserve System : All-Bank Statistics， U.S.， 

I896-1955， 1959， p. 37. 

13) All-Bank Statistics， p. 35. 

14) R.W. Goldsmith : Financial Intermediari田 inthe American Economy since 

1900， 1958， p. 344. 

15) B.H. Beckhart : Business Loans of American Commercial Banks， 1959， p. 9. 

16) All Bank Statistics， p. 35. 

17) B.H. Beckhart : ibid.， p. 214. 

18) "Federal Reserve Bul¥etin“April 1953. 

19) 以下このパラグラフおよび次のパラグラフの数字は，すべて AllBank Statist-

ics， pp. 34~35 による。

第五節 商業銀行の資産構成

1.貸付と投資

第3表によって戦後の商業銀行の収益資産総額の伸びぐあいをみると， 19 

47年の 1163億ドルから 60年の 1995億ドノレへと約1.7倍になっている。こ

れは同期間の預金の伸び率とほぼ等しい(第3表と同じ資料によれば，全商

業銀行の銀行間預金を除いた頭金保有量は 1947年約 1311億ドル， 60年約

:2110億ドルで約1.6倍になっている〉。

ところで，そのうち投資の絶対額(その 95%前後はつねに政府蟹である)

は若干の増減を示しながらもその巾は大きなものではなく， 700龍ドル合な

いし 800億ドノレ台である。したがって，戦後の商業銀行の収益資産増加はも

っぱら貸付の増加によるものといってよL、。 1947年に 381寵ド‘ノレにすぎな

かった貸付総額はらO年には 522億ドル， 55年には 826億ドノレ， 60年は 1176

億ドノレと約 3.1倍になった。貸付と投資の比重は 1955年をZ ポックとして

逆転している。すなわち 47年には両者の比は 33:67で、あったのが， 50年に

は 41:59と接近し，以後逐年貸付の比重は高まって 55年にはついに51:49 

と逆に貸付の方が多くなり， 60年になると 59:41になっている。 1929年以
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“Federal Reserve Bulletin" var. years， var. months. 

降の不況期に激減し、 34年に50%を割り， 42年38%，戦争末期の 45年に

は21%にまで落ちた貸付総額の収益資産全体の中での比重は，戦後10年目

にふたたび50%台に達したわけである。このことは，30年代の異常な不況に

よる企業活動の停帯と政府の赤字政策の展開によって，また第2次大戦中に

は膨大な戦費需要をカバーするために，間積投資業務に重点を移さざるをえ

なかった商業銀行が，戦後の経済発展の中でふたたびその本来の業務たる貸

付業務に復帰してきたことを意、味するものであるといってよい芳、あろう。そ

こでつぎにこの貸付業務の内容をみなければならなL、。

2. 各種貸付の趨勢

第3表に切らかなように，貸付総額の著増にもかかわらず，各種貸付項目
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び投資の構成1) 1947 ~ 19602) (10億わけ

投 E聖

Fザ i霊会iタ |貸その付他[ % 総額 1(%)3)1禁句iμI~O)集 i 芦6
24.7 15.0 1.1 0.9 78.2 (67.2) 74.5 95.3 3.7 3.2 

26.1 6.9 16.2 1.1 1.0 71.8 (62.8) 68.3 95.1 3.5 3.1 

25.8 8.1 18.8 1.2 1.0 77.2 (64.2) 73.6 95.3 3.6 3.0 

25. 10.1 19.3 1.6 1.3 74.5 (58.8) 70.2 94.2 4.3 3.4 

10.5 18.2 1.7 1.3 74.9 (56.5) 70.7 94.~. 3.2 

24. 12.7 19.8 1.7 1.2 77.4 (54.7) 73.5 95.0 3.9 2.8 

24. 14.5 21.4 1.7 1.2 78.1 (53.6) 74.3 95.1 3.8 2.6 

26. 2.0 1.3 85.3 (54.7) 81.6 95.7 3.7 2.4 

25. 17. 20.8 3.1 1.9 74.3 94.9 4.0 2.5 

24. 18. 20.9 3.3 2.0 74.81 (45.3) 71.5 95.6 3.3 2.0 

24. 20.2 21.5 3.5 2.1 76.21 (45.0) 72.2 4.0 2.4 

25. 20.7 21.1 4.2 2.3 87.01 (47.0) 82.9 95. 4.1 2.2 

25. 24.21 3.6 1.9 79.51 (41.8) 75.9 95. 3.6 1.9 

24. 22.8 3.8 1.9 81.91 (41.0) 78.6 96. 3.3 1.7 

b.四捨五入計算によって生じたものと両方ある。

付総額あるいは投資総、額を100としたものである。

せて計算しなおした。くわしくは“FederalReserve Bulletin" Jan. 1960， p. 12をみよ。

が貸付総額の中で占める比重は若干の増減をともないながらも比較的安定し

ている。偲人貸付だけは例外であるが，ほかはどの項目も貸付総額の増大と

ほぼおなじ割合で増加しているといってよし、。各種貸付項Eのうち，農業貸

付と証券担保貸付は絶対額においてもまた貸付総額に対する比率においても

きわめて小ざし、。農業貸付は 1920年代にすでに，商業銀行の貸付業務の中

での比重を低下しつつあったが，この傾向は 30年代以降現在までつづいてい

る。また証券担保貸付も30年代に漉落し，一時は政府貸の活発な取引を反映

Jして増大した時期もあったが(第2次大戦中〉戦後になるとふたたび減少し

た。この両者の合計は戦後を通じて，多い年でも貸付総額の 10%を大きく

上まわることはない。
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これに対して不動産担保貸付は戦後一貫して貸付総額の 25%前後を占め

ている。この項目は 20年代中期以降大きく伸び， 30年代初頭の恐慌期にか

なりの減少を示したがその後は 30年代を通じてつねに貸付総額の 20%以上

を占めている。したがってこの項宮は，長期にわたって商業銀行の安定的な

収益資産のーっとしての地位を保っているといってよいであろう。以上の三

項目にその他貸付を合わせた四項目の令計は貸付総額のほぼ 3る%~40% を

占める。のこりの 60%~65 %が商工業貸付と偲人貸付である。

まず商工業貸付からみていくと，この項目は 1947年から 60年までの間に

320億ドル増大しているが，貸付総額の中での比率は一貫して 40%台にあ

る(なお収益資産総額の中に占める比率は 47年の 15.6%から 60年の 25.2

%へとかなり増大しているが，この約25%とL、う比率は 30年代の水準を若

千上まわるていどである)。ところで、戦後のプメザカにおいては 1949年， 54 

年， 58年と 3回の景気後迭を経験している。これにたいして商工業貸付は

どのように反応しているかをみよう。つぎに掲げるのは商業銀行の商工業貸

付の年々の増減を示すものである(第3表による，単位10龍ドノレ〕。

1948 1949 1950 1951 1952 1953 1954 1955 1956 1957119581出 91960 

一
〈十〉 0.7 4.8 4.0 2.0 6.3 3.4 1.8 6.9 0.7 

〈ー〉 1.8 0.7 0.1 

これによってみると，商工業貸付は景気回復の年に著増し，以後次の不況

まで漸土脅していることが分かるが(唯一の例外は 53年〉不況の年でもその減

少のrl1はきわめて小さいことが控目される。つまり商工業貸付は景気変動に

はあまり大きな影響を受けることなくほぼー賞して増大しているのである。

これは一つには商工業貸付の中で中・長期の貸付部分(タ{ム・ローン〕が

増大してきていることに関連した現象で、ある。さきにふれたとおり， 1930年

代の半ば以降に登場してきた商業銀行のターム・ローンは 39年にはまだ貸
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付総額の 10%足らずで、あったが40年には 10%をこえ，以後逐年増大して

戦後になると荷工業貸付の%をこえるようになった。つまり商業銀行が企業

に供与する資金の祐以上は，中期ないし長期の資金として安定的に貸出され

ているのであり，この部分の残高は不況のときにも変動しなし、。このことが

商工業貸付の安定的増大を支える一つの要因をなしているのである。ところ

でターム・口一 γの有する意義はたんにこのように商工業貸付の中での安定

要因たるにとどまるものではなし、。ターム・ローンの増大は商業銀行の機能

という菌からみても，また企業の資金調達という酷からみてもきわめて興味

ある現象であり，さらにくわしく検討されなければならない(次節参照〉。

商工業貸付の次に増加額の大きいのは偶人貸付項目である。 1947年の 57

龍ドルから 60年の 246鑑ドルへと約 4.6倍になっており，貸付総額の伸び

方 (381龍ドルから 1176寵ドノレへと約3.1倍〉よりも大きL、この個人貸付

の主な内容は消費者信用であり，商工業貸付のうちの販売金融会社への貸付

とともに，産業企業に対する間接的な信用供与を意味するものであることは

さきにふれたとおりであるが，この項目の貸付総額の中での比重が戦後もわ

ずかながら増大の額向にあるということは，高業銀行の対企業関係の今後の

動向を示唆するものとして十分注意に値することである。しかしこれについ

ては，本稿ではとくにくわしくふれることをしない。

1) B.H. Beckhart: ibid.， p. 214. 

3. 商工業貸付の内容

ターム・ロ}ンの検討に入るまえに，ターム・ロ{ンをも含めた商工業貸

付金体の内容をいますこし立入って吟味しておかなければならなし、。荷業銀

行の存者工業貸付のくわしい内容にかんする調査は連邦準備制度理事会によっ

て1954年， 55年および57年の 3間おこなわれている(ただし加盟銀行に

ついてのみ〉。これにもとづいて加盟銀行の産業部門別貸付高および構成比

率をまとめると第4表のようになる。

なお各産業部門はおのおのつぎの業種をふくんでいる。鉱工業(食料・飲
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方詰捜銀行の産業部門別貸付高および構成比率1)

1946 1955 

総額 総額長 3

業

業

業

f也

(10億ドノレ〉

1957 

9.6 
(38) 

6.3 
(25) 

1) 1946年は11月20日， 1955年は10月5日， 1957年は10月16日現在の残高である。

器捨五入計算のため計数は一致しないところがある。

2) 長期および短期の総額にたいする比率。長期は1年以上，短期はi年未満であ

る。

“Federal Reserve Bulletin" April 1956， April 1958， April 1959. 

料・タバコ，繊維・被服・皮革，金罷・金麗製品，石油・石炭・化学・ゴムデ

その他)，商業(小売業，卸売業，ディーラー〉その他(販売金融会社，運

輸・通常・公益事業，建築，不動産，サービス，その他の非金融企業〉。

まず貸付額の産業部門別分布の推移をみると 1946年から 55年の約 10年

間にかなり大きな変化をみせている。 46年には鉱工業，商業，その他が，総

額の中に占める比重はそれぞれ 43: 30 : 28で、あったのが， 55年には 37:19 

:牲になっている。つまり鉱工業および荷業に対する貸付が減少した分だ

けその他の貸付が増えたわけである。原表(“FederalReseve Bulletin" April 

1056， p.329， Table 1.)によって業種別にさらにくわしくみると鉱工業部門

では食料・飲料・タバコの比重の減少が大きく，商業では小売業がほとんど

変わらないのに卸売業の比率は%ちかく減少している。またその他部門の比

率の増大は主として競売金融会社への貸付が著増したことによるものであ

る。なおら7年の 3部門の構成比は 40:20 : 40 :であり 55年のそれとはまた

すこし変わっているが， 46年から 55年へかけての変化に比べると小さい。
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次にこれを長期貸付と短期貸付とに分けてみると，両者の構成比は 55年

には 34:66であったのが57年には 38:62になっており，この 2年間に長

期貸付の比重が高まったことが認められる。また長期貸付をいちばん多く

受けている部門は 55年は鉱工業部門， 57年はその他部門であるO 原表

(“Federal Reserve Bul1etin" April1959， p.354， Table 1)によってみると，各

業種の借入総額のうちに占める長期信入金の比率がもっとも高いのは石油・

石炭・化学・ゴムで，この業種の長期借入金の比率は55年には73.5%， 

57年には73.7%になっている。これにつづくのは運輸・通信・公益事業で両

年度とも 68%台である。逆に長期借入金の比率がし、ちばん低いのは販売金

融会社であり (55年 4.6%、57年 8.6%)，繊維・被服・皮革 (55年 15.1

%， 57年 18.6%)などがこれにつづいている。

第5表は貸付高分布，貸付件数分布，および一件当り平均費付高を貸付先

企業の資産規模.8IJに算出したものである。

第5表 加盟銀行の貸付先資産規模別貸付高分布，貸付件数分布および平均貸付高 1)

i 付 高(%) I貸付件数(%)2)1 ~字付手
資直千ドル〉¥¥ド附 1955 I 1957 I鰯 1957

全借入企業 100.0 100.0 100.0 31. 7 

50 以 下 5.5 4.9 3.6 42. 39.4 3. 2.9 

50~250 14.3 14.6 12.9 35. 38.6 10. 10.6 

250~1 ， 000 34.3 16.4 15.5 10. 12.3 40. 40.0 

1 ， 000~5 ， 000 18.1 16.7 3. 3.8 147.3 140.5 

15.4 14.6 0.9 1.0 432.8 445.7 

25 ， 000~100 ， 000 45.2 10.5 12.0 0.4 0.4 732.6 901.6 

100，000以上 21.7 0.5 878.8 1，363.5 

不 確 定 0.6 2. 3.0 6. 4.0 10.8 23.8 

1) 言語査}j13は第4表とおなじである。

2) 貸付件数の絶対数は1955年約118.5万件， 1957年約128.1万件である。

“Federal Reserve Bulletin" April 1956， April 1958. 

貸付高分布は5万ドル以下の企業で、はきわめて小さく 1955年以降は 5%

Jこみたなし、。これに5万ドル~25万ド、ノレの企業および25万ドノレ~100万ドルの



206 経済学研究第14巻第2号

企業の二つのクラス(ここまではいちおう中小企業と考えてよLウを合計す

ると 1955年には 35.9%， 57年には 32.0%である。つまり総貸付高のおよ

そ拾が資産100万ドル以下の中小企業に向けられており，したがって残りの

%は資産 100万ドソレ以上の四つのグラスで、信入れていることになる。次に

貸付件数の分布はどうなってし、るかをみると，貸付高分布ではとるにたりな

かった5万ドソレ以下の金業への貸付件数が405右前後という高い比率を占め

ており，これに，さきとおなじく 5 万ドノレ~25 万ドノレ， 25 万ドノレ~100万ド

ルのニつのクラスの企業を合計すると， 1955年には88.1%，昨年には90.3

%になる。つまり銀行の商工業貸付の業務量からみれば，その 905右前後は

資産 100万ドノレ以下の中小企業を対象にしており，残りの 10%前後が資産

100万ドル以上の企業を棺手としていることになる。一件あたりの王子均貸付

高がグラスによってはなはだしくことなっていることはいうまでもなし、。資

産5万ドル以下の企業で、は約3，000ドル， 25 万ドル~ 100万ドルのクラス

でも約4万ドルにすぎないのが資産100万ドノレをこえる企業では 14万ドル

以上になり，さらに 1億ドル以上の金業になると 136万ドルに達している。

以上は銀行の側からみた融資状況で、あるがこんどはこれを企業の側からみ

よう。いまみたとうり，企業規模が大きくなればなるほど借入単位額は大に

なる。しかし大企業にとっては銀行からの借入れはじっさいはそれほど重要

な意義をもっていなし、。資産数百万ドル以上の大企業になると必要な外部資

金の大部分は証券市場で株式発行，社管発行などによって調達できるからで

ある。これに対して中小企業のばあいは，証券市場への道が非常に狭いため

に必要な外部資金を銀行から借りられるか否かは死活問題である。第5表は

衡務省企業経済局が 1953年7月から 54年6月までの関の中小企業金融につ
2) 

いて調査した結果をまとめたものである。

まず表のAをみると， 、外部資金を必要と:ずるもの。は会中小企業平均で

44.0%である。この比率は意外に低いようにみえるが，、外部資金を必要

としないψ と答えたものの中には，倍入条件が不利なためさいしよから外部

資金の調達を諦めているものが相当数含まれているから，じっさいにはこの
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第6表のA 中小企業の外部資金の需給状況 1953.7~1954.6 C%) 

ιzi744童話酢 従業員人数(人〉

日 1 4~ω120~4昨日91100以上
全企業 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

外部資金'a:;&:>重さとしないもの 56.0 57.1 46.8 61.3 52.3 42.51 45.4 36.2 

外部資金を必要とするもの 44.0 42.9 53.2 38.7 47.7 57.5 54.6 63.8 

齢制調でため γ 3189i 
必至害額の一部を潟主をできたもの 13.31 12.61 19.21 12.11 16.61 19.11 17.21 16.8 

会く言理主主できなかったもの 6.81 6.61 8.71 7.71 7.11 6.31 5.01 3.4 

全 袋

既 設 企

新 設 金

第8褒のC

全 資

既 設 金

新 設 」人L 

第6衰のB 中小企業への貸付金の貸付期間 (%) 

計 1 90臼以下 191 El~叩 1 1年~3年 1 3 年以上

付 I 100.0 I 49.5 I 20.0 I 22.9 I 7.6 
業 100.0 I 50.2 I 20.2 I 22.0 I 7.6 
業 100.0 I 43.5 I 19.1 I 30.0 I 7.4 

者
向
資
戸融一

の
叩
則
前

へ一
鎌
一
合

、、制
'B，d'
日明

J

F

 

中
一

(%) 

付

業

業

人初 !その他 4)

12.6 

12.3 

15.5 

。1951年3月以前に設立されたもの。
2) 1951年3月以後に設立されたもの。

3) パートナー，知人，親戚など。

4) 保険会社その他の金融機関，ディーラーなど。

External Financing of Smal1-and Mediam-Size Business， Table 1， Table 4， 

Table 5.“Survey of Current Business" Oct. 1955. 

数字はもっと大きくなるものと考えられる。キ外部資金を必要とするもの。

のうち必要な額を全部調達しえたものは約半数にすぎない。残りの半数の

うち一部分だけ調達できたものが%，まったく調達できなかったものは%で

ある。従業員人数別でみると，いっぱんに規模が大きくなるほど、外部資金

を必要とするもの。の比率およびそのうちじっさいに調達できたものの比率

が高くなっていることが認められる。しかしいずれにしても，中小企業の外



208 経済学研究第 14巻第2号

部資金調達希望者の相当部分が融資を拒否されているという

なければならなし、。

Bされ

次に表のCは中小企業への融資者別の比率であるが，銀行からの融資が

総額の 80%ちかくを占めている。アメリカの商業銀行:土大企業J の外部資

金供給においてではなく，中小企業への融資分野において決定的地位をもっ

ているのである。中小企業が証券市場において資金を獲得できる可能性はほ

とんどないからである。アメザカの企業の資金源泉の中での銀行資金の比率

が決して高くないことははじめにふれたが，しかしそれは大企業をも含めた

全体としての比率としてそうであるにすぎないので、あって，その内部に立入

ってみると，いまみたように大多数の中小企業 (400万をこえるアメリカの

企業のうち従業員250人未満の企業数は95%をこえて¥，.る〉にとっては銀

行はいぜんとして「最後の貸手Jであり，その唯一の資金源泉をなしている

のである。なお表のBによってこれら貸付金の貸付期間をみると，その約50

%が即日以下であるが，他方1年以上の貸付期間をもつものも約30%ある

ことは，中小企業もまた大企業ほどではないにしても(大企業300社の銀行

借入金の中での長期借入金の比重は50%台~60%台である，これについては

次第参照のこと〉とにかくターム・ローンを利用しうることを示している。

の この務査の対象となった企業は5，000である。そのうち従業員20人以下が90，%
を占め， 50人以下では95，%になる。他方250人以上の従業員をもっ企業数は50，

500人以上の従業員をもっ企業数は17であった。


